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成長と共助が両立する社会のが両立する社会の
実現に向けて

開会挨拶（要旨）

４月の就任挨拶でも述べた「目指
すべき経済社会の未来像」「取り組む
べき８つの重点課題」をあらためて
共有し、今回の夏季セミナーの基調

となる考え方や価値観を皆さんと合わせておきたい。
目指すべき未来像の大前提として、わが国経済の成長が

なければならない。デフレの経済社会に二度と戻さないた
めにも、民間企業が主導して、成長を伴うダイナミックな
経済をつくらなければならない。経済はデフレからインフ
レへと変化している。さらに人手不足も深刻化している。
私たちはこうした時代の大きな転換点に立っているという
認識の下、この機を捉え、チャンスを活かさなければなら
ない。スタートアップの増加、民間投資の促進が必要であ
り、そのために徹底した ｢規制改革｣や、官民連携のリスキ
リングのプラットフォーム構築といった ｢人材流動化｣の取り
組みを進め、｢経済の構造転換｣を実現する必要がある。

一方、利益を追い求めるだけの資本主義では、社会はも

う回らない。民間企業が ｢共助｣の取り組みに参画し、新た
な需要とイノベーションを創出する ｢共助資本主義｣が人々
の営みの根底を支える経済社会をつくり上げる必要がある。
民間企業がさまざまなセクターを巻き込み、成長と共助が経
済社会の両輪となることで、ウェルビーイングをもたらす。

夏季セミナーでは、このような経済社会の未来像を胸に
抱き、企業の役割・行動だけでなく、政府・市民セクター・
自治体・アカデミアなどさまざまなステークホルダーの新
しい役割と求められるアクションについて議論したい。

就任挨拶では、特に注力すべき八つの分野として、｢全世
代における人財の活性化｣｢DEI｣｢イノベーション・R&D｣

「スタートアップの強化」｢企業変革｣「企業におけるDX」｢消
費経済の活性化｣｢サステナビリティ｣を挙げた。これらは
全てつながっている。夏季セミナーでは、これらのテーマ
に深く切り込むプログラムを組んでいる。私たち全員が学
び合い、最新の知見を吸収する場、刺激や気付き、新たな
マインドセットを得られる場となるよう、皆さんの発言と
セミナーへの貢献を期待したい。

 新浪 剛史 代表幹事
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インパクトスタートアップ協会、新公益連盟、
経済同友会の協働に関する連携協定調印　

委員会での理論的な構想は昨年度完了し、今年度からは
実行フェーズに入っていく。本日は経済同友会、新公益連
盟、インパクトスタートアップ協会の三者の連携協定を調
印する。共助に関する国内のプラットフォームとなるよう
な連携であり、３団体で共通のテーマについて議論してい
きたいと思う。　　

連携を図る事項は、①テーマ別共同プロジェクトの推進、
②イベントの開催、③政策提言、④人材交流、⑤社会課題
解決のための資金循環の促進、⑥社会課題解決の評価に関
する研究、の六つである。ディスカッションの最後には調
印式を行いたい。本委員会は、連携活動に関する三つの団
体の議論の場をマージし、委員会の正副委員長会議と新公
益連盟、インパクトスタートアップ協会の代表がボードメ
ンバーとなる形式で運営していく。　　

また、３団体連携のキックオフイベントを９月８日に開
催する。約100～200人の参加を予定している。共助資本主
義の実現に向けた議論を半年に１回くらい開催し、さまざ
まな連携が生まれるような場にしていきたい。 【髙島 宏平】

のれんの規則的償却に関するアンケート調査の
報告と医療分野に関する規制改革の方向性

日本の会計基準では、企業が買収した際に発生するのれ
んは定期的に償却する必要があるが、これがスタートアップ
の上場後の成長を妨げる要因の一つだと考えている。スター
トアップは買収を繰り返して急成長するケースが多いが、
日本の場合、海外と比較してM&AによるEXITが少ない。

経済同友会は、2022年に各企業がのれんの処理方法を選
択できるように日本の会計基準を見直すべきとの提言を発
表した。今回、スタートアップ経営者や経済同友会会員に
対してアンケート調査を行い、163人から回答を得た。提
言に対しては93％の賛同があり、スタートアップは全員が
賛成した。また、スタートアップに限ると、64.7％はのれん
償却が原因でM&Aを断念しており、全体では47.9％が同
様の経験をしていることが分かった。　　　　【間下 直晃】

医療分野の規制改革について、利用者中心の医療を実現
することを目指したい。そのためには、医療の質や生産性
の向上、持続可能な医療の構築が必要だ。特に高齢者の増
加に伴い、在宅医療の需要が増す中、薬剤の提供体制の改
善など、在宅医療の規制改革を進める必要がある。医師の
タスクシフトの拡大も重要で、2024年４月から適用される
医師の時間外労働の上限規制に対応するために、特定看護
師などの業務範囲の拡大が必要だ。また、予防医療の観点
から、オンライン診療や服薬指導の拡大も重要である。

【武藤 真祐】

髙島 宏平 
副代表幹事 
共助資本主義の実現
委員会 委員長

田代 桂子 
副代表幹事 
社会のDEI推進委員会
委員長

間下 直晃 
副代表幹事 
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委員長

玉塚 元一 
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グローバル化推進委員会 
日韓交流担当 委員長

武藤 真祐 
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多田 荘一郎 
DST支援プロジェクト
委員長

南 壮一郎 
オープンイノベーション
委員会 委員長

代表幹事就任後から70日が経ち、このFirst 70 Daysにおいて各委員会が
企画立案したアクション(提言・活動計画イベントなど)を発表した。

発表セッション

共助資本主義の実現委員会 規制改革委員会
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事前領域の研究からウェルビーイングにまつわる
エビデンスを社会実装　

本委員会は、2022年に設立された一般社団法人Data for 
Social Transformation（略称：DST）を本会が側面支援す
るためのプロジェクトである。

例えば社会保障費の多くは、病気・介護・失業・貧困になっ
てからの事後領域で費やされているが、DSTは経済界とア
カデミアが連携し、エビデンスを活用・社会実装すること
によって、EBPM＊の実現を目指している。

医療などの社会保障関連業界のみならず、幅広い業種の
企業がメンバーとして参画しつつあり、メディアの関心も
高まってきた。エビデンスの社会実装を進めるためには、
現場を持っている自治体との連携が重要だ。続々と自治体
が加入し始めており、DST自治体協議会も立ち上がった。

DSTで扱う研究では、男性育休の効果検証、介護離職の
防止、新卒の配属のミスマッチ解消に関する三つの領域で
既に始動しており、各研究への参加企業も引き続き募集中
である。今年度は、毎日の食事と健康寿命やウェルビーイ
ングの関係、就業を阻む年収の壁の解消、効果のない医療
行為の実態が、研究実施候補として挙がっている。

【多田 荘一郎】

Diversity、Equity、Inclusionの推進は、
経営者自らが率先して取り組むべき課題

DEI推進に関する活動として、経営者が自ら率先してDEI
推進に取り組む姿勢を示すことを目的に、「ビジネスリーダー
による多様性ある、公正で、包摂的な社会の実現への協働
宣言」を６月に発表した。経済同友会会員のほか、G7諸国在
日商工会議所と連携して568人の賛同・署名を集め、代表
幹事と共に岸田総理を訪問、協働宣言を手交した。

DEIは、マイノリティーによって課題が異なる。例えば女
性の場合、世界経済フォーラム（WEF）が６月に公表した
ジェンダーギャップ・レポートにおけるランキングで日本
は146カ国中125位に位置しており、女性の管理職比率に
至っては133位である。教育レベルや就業率は平等にもか
かわらず、なぜこのような結果となるのか。提言だけでな
く、企業経営者である私たち自身が変化をもたらすことが
できるはずである。

LGBTQ+についても、法律や制度だけで社会が変わるわ
けではない。企業の変化や文化の醸成も重要であり、両輪
で取り組む必要がある。協働宣言で示した通り、多様性あ
る、公正で包括的な社会の実現を目指していきたい。

【田代 桂子】

スタートアップ経営者と大企業経営者などの連携促進
海外スタートアップとのネットワーキング

本委員会は前年度までのスタートアップ交流委員会から、
オープンイノベーション委員会になった。シュンペーター
は「イノベーションは新規企業だけの競争市場では生まれ
にくく、大企業だけによる寡占化した市場でも生まれにく
い。両方が成立する市場環境においてイノベーションが促
進される」という見解を示している。これこそが、多様な
企業規模の経営者が参画する経済同友会の推し進めるオー
プンイノベーションではないだろうか。

2019年度から、本会内外のスタートアップ経営者と大企
業経営者の連携促進に向けた交流の場としてラウンドテー
ブルを開催してきた。参加した若手経営者の入会促進につ
ながっている。また日本の投資システムも成長しており、
ベンチャーキャピタル（VC）、コーポレートベンチャーキャ
ピタル（CVC）と大企業経営者が参加し、スタートアップの
エコシステム拡大を議論する取り組みも始めた。今年度も
ラウンドテーブル、次世代経営者勉強会、VC・CVCとの取
り組みを継続する。また、日韓交流などと連携しながら海
外スタートアップとの交流も図っていく。　

【南 壮一郎】

韓国大企業、スタートアップなど、
幅広い経営者との対話を通じ日韓交流の端緒を開く

新浪代表幹事の就任挨拶において、グローバルとの連携
が掲げられた。特に韓国との関係が大きく前進している中、
私たちは早速７月28日に訪韓し、対話を始めることを決定
した。歴史的な経緯から両国間に横たわる問題を解決する
ため、多くの関係者が長きにわたって努力してきた。尹錫
悦政権の誕生により、両国間のパラダイムを変えようとす
る力強いリーダーシップが生まれ、日韓の対話が進展し得
る状況となった。

世界が対立に揺れる中、日韓両国がお互いを深く理解す
ることは大きな意義がある。この機会を逃さず、韓国を皮
切りに、内外の経営者同士が交流する枠組みを早急に立ち
上げたいと考えている。 

両国は共通の課題を抱えており、成長産業へのめりはり
ある投資が求められている。現在、エンターテインメント
やカルチャーのレベルでは交流が進んでいる。スタートアッ
プのレベルでも同様に進められると考えている。企業レベ
ルでどのような取り組みができるか議論していきたい。 

【玉塚 元一】

DST支援プロジェクト

社会のDEI推進委員会

オープンイノベーション委員会

グローバル化推進委員会 日韓交流

＊ Evidence Based Policy Making：証拠に基づく政策立案
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新公益連盟・インパクトスタートアップ協会への期待

新浪　子どもの貧困はOECD加盟国の中で最悪の水準にあ
る。日本の国家予算は社会保障費を中心に膨れ上がり、公
助だけでは社会問題を解決できない。ここに登壇されてい
るお二人のようなリーダーと企業や個人が一緒になって、
共助社会をつくっていくことが社会の問題解決につながっ
ていくのではないか。今まで企業のアニマルスピリッツは
Win-Loseの社会をつくってきた。皆さんと一緒にWin-Win
の社会を実現するアニマルスピリッツを探求していこうで
はないか。

経済同友会の活動が東北の復興を後押し
企業は地域の実情を見た提案を行うことが大事

藤沢　新公益連盟はNPO・社会起業家の唯一の業界団体で、
約120の比較的事業規模の大きな団体を中心に組織されて
いる。私は主に東北の復興を支援している団体の代表であ
る。2012年度から16年度まで経済同友会が協力していた
｢東北未来創造イニシアティブ｣で、会員の所属企業から人
材派遣などの協力を得た。政府は施設の復旧は行うが、ビ
ジネスを立て直すことはできなかったので、経済同友会の
協力によって復興支援が進んだ。
　行政が担う復興は、他の地域と公平・平等な進め方を求
めるあまりかえって効率が悪く、成果が上がらず、検証す
ることも難しい。経済同友会では、企業が若手社員を派遣
し、地域の被災事業者と新しい事業を創った。そのような
動きがとても大事だと思った。
　企業はビジネスロジックで提案をしがちだが、地域の多
様な関係者全員の声を聞いて制度を作らなければならない。
地域の実情を踏まえた提案をNPOと連携しながら行うこと
で、より良いやり方ができるようになるのではないか。信

頼関係の構築がないまま地域にプレゼンしても、地域に受
け入れられない。地域と一定の信頼構築ができているNPO 
と企業が組むことで、企業の提案を受け止めやすい状況を
つくることができる。

インパクトスタートアップやNPOに
リソースが流れるようにし、より良い社会を創る

米良　インパクトスタートアップ協会は、昨年10月に立ち
上がり、今年１月に一般社団法人化した。正会員企業が 50
社あり、全ての企業が未上場のスタートアップである。経
済的な成長と社会的なポジティブインパクトの両立を狙っ
て事業を行うスタートアップのことを、インパクトスター
トアップと呼ぶ。世界では今、インパクトユニコーン企業
といわれる、規模の価値を出しながら社会価値も出してい
る企業が129社生まれている。背景には経済的に成功した
いという理由だけでなく、同時に社会課題を解決したいと
考える人が増えてきているのだと	思う。
　米国、英国ではインパクトスタートアップを増やすため
の政府の政策が効いている。協会でも政策提言を通じて、
こうしたスタートアップを増やしていきたいと思う。私個
人は、クラウドファンディングや遺贈寄付などの取り組み
で資金の流れを増やす会社を経営している。資本主義の経
済合理性では資金が流れない領域で活動するインパクトス
タートアップやNPOに資金とリソースが流れるようにし、
良い社会を創っていきたい。

日本でのインパクト投資を促進していきたい

米良　米国、英国ではインパクトスタートアップのエコシ
ステム作りが進んでいる。特に大きい事例として、英国で
は休眠預金1,000億円をインパクトスタートアップに投資し
ている。通常の投資との違いは1.5%で期待リターンを設定

セッション

共助資本主義
１

パネルディスカッション（要旨）

髙島 宏平 
副代表幹事
共助資本主義の実現委員会 
委員長

新浪 剛史 
代表幹事

米良 はるか 
インパクトスタートアップ協会
代表理事
READYFOR 代表取締役

藤沢 烈 
新公益連盟 理事 
RCF 代表理事

◆モデレーター ◆パネリスト

新浪体制のビジョン
「共助資本主義」を
どのようにして実現するか。
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していることだ。この休眠預金がハブになり、ファンドに
民間の銀行と企業が同時出資をして、インパクトスタート
アップに資金を出す流れとなっている。
　日本でも休眠預金が年間約1,400億円あり、NPOへの助
成として活用されているが、日本の企業でインパクト投資
を行っている企業は少ない。インパクトの定量化に取り組
むことで、インパクトスタートアップが多くの人たちから
資金を集められる状況をつくっていけるとよい。

企業のノウハウを使って
ソーシャルインパクトボンドのような取り組みを

新浪　公助には限界があり、地域ごとに問題の本質が複雑
なので、解決のノウハウを持った人たちが取り組むべきだ
が、国や自治体からの資金は使途についてルールが決まっ
ているので効果が出にくい。
　ノウハウと共に資金をうまく使うソーシャルインパクト
ボンドのような事例が広がっていない。企業のノウハウを
使い、個人も参加できる動きはまだ知られておらず、事例
は少ないものの、社会課題が増える中で広がってきている。
　ただし、企業の参加メリットも考える必要がある。若い
人はパーパスを持った企業で働きたいという思いを持って
いる。今までの資本主義とは違う軸を経営に入れていかな
いと、人手不足が進む状況下で人材に選んでもらえなくな
るという危機感を、企業は持つべきだ。

NPOに資金が流れる仕組み作りが大事

米良　日本には寄付文化がなく、ふるさと納税による寄付
を除くと、日本の寄付総額は米国の35兆円に対し、5,000億
円だ。社会保障のみに頼る社会ではなく、自律的に社会課
題を解決する民の力を増やしていかなければいけないとき
だと思う。例えば、NPOへの寄付は40％しか控除されない。
民間の資金をNPOに流れるようにする政策提言が大事であ
る。NPOに資金が流れ、組織が多くなり、民が課題解決で
きる領域が増えるとよい。

孤独・孤立問題に一緒に取り組みたい

藤沢　今、小中高生の自殺が急増しており、昨年は過去最
多の514人の子どもたちが亡くなった。子どもたちへのア
ウトリーチが必要だがNPOだけでは難しい。NPOは問題
の実情や課題を把握しているので、子どもたちとの接点づ
くりで企業と連携することにより、孤独・孤立問題の解消
が大きく進むと思う。
　企業の知見を活かしやすいNPOが増えてきており、企業
で働いている方にもキャリアにおいて経験いただくとよい
のではないか。NPOは市場の失敗領域に取り組んでいるの
で、企業とは違う目線で社会を見て、体感するきっかけに
なると思う。年齢に関係なく柔軟に変われる人になること
は必要だと思う。

●メジャメントが可能な領域から
領域を決めて成功事例を出すことが
重要だ。孤独がGDPに悪影響を与える
というレポートが英国で出ている。メ
ジャメント（業績などの評価）が可能
な領域から具体的に始めていくのが重
要なので、孤独という領域は取り組む
には良い考えだと思う。　【野田 智義】

●経済同友会はハブ機能を担うべき
経済同友会がハブ機能を担うべきだ
と思う。スタートアップに解決したい
課題を可視化してもらい、それに取り
組むために会員の所属企業から人を出
す。地方の経済同友会にも情報を共有
していく動きをつくるとよいのではな
いか。　　　　　　　　　【玉塚 元一】

●リスキリングとつなげる
人材の移動を活性化させるために、
リスキリングとソーシャルインパクト

会課題解決の取り組みをストーリー化、
定量化していくのかという点がまさに
今回連携している意味であり、重要な
点だと思う。　　　　　【米良 はるか】

●民の力を活用し、より良い日本に
　するという理想を掲げて取り組む
経済同友会としてハブ機能を果たし
ていきたい。連携するNPOの推薦もで
きるようになるとよいと考える。
個人が副業でNPOとの接点を持つこ
とも考えていきたい。社会課題の解決
への取り組みは、結果として企業にも
メリットをもたらすので、理想を掲げ
て取り組んでいきたい。　【新浪 剛史】

をつなげることが重要ではないか。ミ
ドルやシニアのキャリアを開発してい
く意味で、こうした年齢層がNPOやイ
ンパクトスタートアップでセカンド
キャリアをつくることについても議論
いただきたい。　　　　　【松江 英夫】

●企業年金のポートフォリオに
　インパクトファンドを組み入れる
企業年金のポートフォリオの中にイ
ンパクトファンドを入れることが考え
られるが、このような仕組みを作るこ
とはできるか。年金運用のような規模
で投資するインパクトファンドはない
状態なのか。　　　　　　【加茂 正治】

●取り組むことが今回の連携の意義
まだ制度上できるか分からないが、
休眠預金の投融資に対して企業がマッ
チングするのは、とても良いインパク
トの流れになるだろう。どのように社

質疑応答・意見交換（抜粋）
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ポイントは
「リスクの認識」「平時の対応」「有事への準備」

大島　地政学リスクを踏まえた企業経営のポイントとして、
まず「リスクの認識」のために、できるだけ複数の視点でグ
ローバルかつ大きな潮流を恒常的に俯瞰することが重要で
ある。日本、米国だけでなく、欧州各国、中国、インド、
中東など、幅広い視点が必要となる。その上で、自社の事
業モデルにおいてどこにリスクがあるのかを把握する。中
国との関係を例にすれば、中国本土におけるビジネス、中
国企業との取引によるリスクなどがある。サプライチェー
ン上流の供給元に中国リスクが存在する可能性もある。
　第二に、「平時の対応」として「取れないリスク」「減らすべ
きリスク」を把握、識別し、当該リスクの排除、圧縮を行
う。厳しい判断も必要となるが、平時のうちにこれを遂行
することが極めて重要で、競争環境を踏まえながら、「取れ
るリスク」を適切に管理していくことを目指すべきである。
最近、欧州諸国が頻繁に使う「デリスキング」という言葉は

「どうやって『取れるリスク』を取っていくのか」という意味
合いもあると考える。
　第三に、有事の際の準備が必要となる。従業員の安全確
保、本邦駐在員およびその家族の退避などが最優先である。
加えて現地のお客さまのサポートを続けるために、駐在員
退避完了後も事業継続が可能な体制構築も必要だ。

地政学やテクノロジーを正しく理解し、
長期的視野に立った経営判断を

小柴  地政学は50年、80年といった長期循環で見ていくべ
きだ。現在は地政学の長期循環が大きく変化しているタイ
ミングであり、2020年代後半の新たな正の循環に向けた「静

けさの前の嵐」の時期だと考えている。テクノロジーは大
きく変化している。経営者は目の前のリスクマネジメント
戦略だけでなく、10年、20年単位での長期視点に基づき、
その先にある新たな機会に向けて地政学やテクノロジーを
正しく理解し、正しく判断していくべきである。
　2022年公布の経済安全保障推進法は先端テクノロジーを
中心に据えた法体系となっている。同法で規制されている
分野は産業全体の10％弱にすぎない。法制度への対応を現
場に任せておくと保守的な方向に向かうことが多い。国の
力は軍事力、経済力、技術力が重要だが、日本は軍事と経
済で劣るので、頭イコール技術を磨く必要がある。経営者
は法体系のフレームを正しく理解した上での判断が求めら
れる。
　法整備を検討中のセキュリティ・クリアランス制度（SC）
はセンシティブな内容であり、特定秘密保護法の対象外の
領域をカバーする。同制度ではSC審査の際の背景調査が
フォーカスされがちだが、情報管理やサイバー攻撃対策な
ど企業の負担も大きい。SC情報へのアクセス選択権は政府
ではなく企業側にある。米国ではSCを保有する人はリスペ
クトの対象だ。SCを保有する従業員には相当の負荷がかか
るが、企業は給与で応えていくべきだ。
　政府だけでなく企業も地政学インテリジェンス、技術イ
ンテリジェンスを高めていくことが必要だ。何をしていけ
ばいいのか、イメージがつかめる情報を発信していきたい。

成長に向け、したたかでしなやかな事業展開を

大島　世界各国の対中貿易額の推移をみると、欧米諸国は
地政学リスクが高まる中においても、リスクをコントロー
ルしながら中国との貿易を拡大させている。日本と欧米諸
国とでは東アジアでの有事発生時のリスクの度合いが異な

2

パネルディスカッション（要旨）

程 近智 
共助資本主義の実現委員会
委員長 

大島 眞彦 
地政学リスク研究委員会
委員長

小柴 満信 
経済安全保障委員会
委員長

◆モデレーター ◆パネリスト世界の地政学・地経学リスクに
ついての分析と、
不確実性が続く中での
高度な経営判断や
戦略について議論する。

セッション

地政学・
地経学リスクへの対応
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るため、日本は欧米とまったく同じ視点で見ることはでき
ない。しかし、最大の貿易国である中国とのビジネスを一
切やめることは日本の成長を放棄することになる。したがっ
て、いかに「取れない（取らない）リスク」と「取れるリスク」
とを識別していくかが重要であり、手段の一つとして欧米
の動向を参考にすることも必要だ。幅広く情報収集し、成
長に向け、したたか・しなやかにビジネスを展開すること
が重要と考える。

次世代の計算能力をいかに早く手に入れ
使いこなすかが鍵

小柴　地政学の循環の中で、現在は大きな決断をするとき
ではなく、判断を後ろ倒しにすべきである。一方で、自社
の経営オプションを増やすための投資を上手に行っていく
ことが重要だ。

　米中対立についても、両国が何を考えているかを掘り下
げて考えてみる必要性がある。中国は人口減少する中で、
労働生産性、資本生産性の次の一手となる「ビット（デジタ
ル、AI）の生産性」を狙っている。米国は「ビットの生産性」
によって国力増強を狙う中国を抑え込もうとしていると推
測する。
　最先端の計算能力は国のパワーであり、経済安全保障の
中心でもある。企業においても新しい非連続の変化をもた
らすものになる。地政学、地経学、テクノロジー、経済安
全保障などの全ての分野が「計算能力」の獲得に向かって
進みつつある。次世代の計算能力をいかに早く手に入れて
使いこなしていくかが、国家間の対立の背景であると同時
に、企業にとっては今後数年間の最も重要なポイントだと
考える。

●徹底した分散と地場ネットワークを
　活用した情報収集

商社は外に出てリスクを取らないと
ビジネスにならない業界なので、リス
クが発生する前提で最悪の状態を分析
し、一つのものに頼ることのないよう
に分散させている。また、リスク分析
も内輪の議論にとどまることのないよ
うに、地場のネットワークを大切にし
て、実情を見ている仲間を増やすこと
をしている。　　　　　　【南部 智一】

●昨今の地政学リスクが
　日本との連携強化を惹

じゃっき
起

インテルは、日米欧の徹底した連携
が必要という立ち位置である。この数
年間で日米欧に約15兆円を投資する。
半導体の製造は日本より米欧が中心と
なる。米国ではCHIPS法に基づいて大
きな投資をする。米政府は米国企業優
遇ではなく日米欧の連携を意識した公
平なスタンスの下で誘致をしていく方
針と認識している。

日本では、次世代コンピューティン
グ分野の共同研究に向けインテルと理
化学研究所との連携を発表した。地政
学リスクが増大したが故に、米国（イン
テル）が日本との連携に対する関心を
高めていると強く感じている。

【鈴木 国正】

中国のロックダウンが原因で、日本
でも医薬品の供給不足が発生した。中
国市場への積極的展開を推し進める一
方で、サプライチェーンからは中国を
除外するなど対策を講じている。

【岩﨑 真人】

●リスクへの対応にかかるコストも
　カバーできる収益体質の構築が重要

当社でもビジネスインテリジェンス
部門を設立した。健康長寿分野、特に
栄養の分野に展開していく上で知的所
有権への対応が欠かせない。消費財メー
カーのグローバル戦略において、中国
やインドは大変重要なマーケットであ
る。一方で、当該国にどれだけ投資し
ていくかも重要な問題となるため、知
的所有権を含めて世界の動向をウォッ
チするための体制を構築した。

安全を確保するためには、物理的・
精神的に大変コストがかかるため、コ
ストをどう捻出していくかが問われて
いる。欧米企業は粗利率が高い。日本
企業も安売り競争ではなく、より一層
イノベーティブな商品を創出すること
で、リスクに対するコストもカバーで
きる収益体質をつくり上げていくこと
が重要だ。　　　　　　　【新浪 剛史】

●サプライチェーンを
　価値創造型に転換

中国政府は複合機に関して、中国国
内で製造開発しない場合に政府調達の
対象外とする法制度の準備を進めてお
り、技術の強制移転の懸念がある。

リコーではCOVID-19の感染拡大前
に、サプライチェーンの構築方針をコ
スト追求型から顧客の側で価値を創造
する方針へと転換した。複雑だったサ
プライチェーンも簡素化し、メインの
複合機は複数拠点で調達から組み立て
まで一貫して実施している。

【山下 良則】

●平時からのネットワーク構築が
　有事に活きる

前職での経験だが、医薬品のイノベー
ションが世界を大きく変えた最たる例
が、COVID-19のmRNAワクチンであ
る。世界のどこでイノベーションが起
きるか分からないので、①グローバル
の情報を収集し、どこで何が行われて
いるかを把握する組織体制の整備、②
イノベーションが生まれる前からの双
方向での提携関係の構築（画期的新薬
が登場した際の導入・導出を取り決め
ておくなど）、③国際的なネットワー
クの拡大、そして平時からこれらに取
り組むことが非常に大切だ。

質疑応答・意見交換（抜粋） （セミナー参加者の所属組織における対応事例の紹介）
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選択を尊重する社会の実現に向けて
LGBTQ理解の浸透を

菅　東日本大震災を契機に、事業を通じた社会変革や価値共
創を推進してきた。その一環として、2014年からはLGBTQ
イベント「東京レインボープライド」＊に日本企業初のスポン
サーとして参画、2015年からはトップスポンサーを継続し
ている。当初、社員のLGBTQの認知は低かったが、2019
年にはグループ全社員の４割にあたる200人がパレードに
参加した。この取り組みは海外のビジネススクールでも最
先端事例のケーススタディーとして活用されている。今後
も経済同友会の一員として、「皆さんのアイデンティティーと
パートナーシップの選択を尊重する社会」の実現に取り組み
たい。　　　　　　　　　　　　　＊ Tokyo Rainbow Pride（TRP）

LGBTQの存在を前提に考える社会へ

杉山　キーワードは「目には見えづらい」ということだ。視
力障がい者は外見で推察できるが、セクシュアリティは外
見では判別しにくい。LGBTQの割合は人口の５～８％とも
いわれており、これは日本で多い姓の上位を占める佐藤、
鈴木、高橋、田中姓の合計とほぼ同じである。周囲には
LGBTQ当事者が当たり前のようにいる可能性があるにも
かかわらず、今の日本社会では、目の前の相手が異性愛者
である前提で会話が進むことが課題だ。現在TRPの参加者
は24万人に到達し、当事者だけではなくアライ＊も増えてき
ている。ただし、法制度も変わらないと当事者の生活は変
わらない。　　　　　　＊ Ally：LGBTQ の活動を理解し支援する人

DEIが浸透した日本社会とは、
目指す姿について議論ができる社会である

筒井　国際人権問題の研究で、人権規範の広まりが社会の

軋
あつれき

轢や紛争を短期的に増加させる傾向があるという知見を
得た。1970年代以降、人権規範が広まり、マイノリティー
が権利を主張するようになったことで、民族間の紛争が増
加した。民主主義国家のように、抑圧に一定程度の抑制が
加わる場合は、マイノリティーの権利拡大を認める方向に
政治が動くこともあるが、独裁主義的な国家では民族紛争
が暴力的になる流れも生まれた。
　DEIが浸透した社会とは、個人の多様性やバックグラウ
ンドが尊重され、誰もが自分の力を発揮できる社会だと言
える。しかし、日本はDEIや人権に関する議論が進みにく
く、マイノリティーが権利を主張しづらい環境がある。彼
らの主張が少しずつ認知され、議論ができるようになるこ
とで、真にDEIが浸透した社会になったと言える。

社員意識の変化が職場環境の整備を促進する

菅　社員の意識の変化は信頼関係の構築から始まった。私
を信頼してTRPに参加してくれた社員らが理解を深め、プ
ライドパレードを共に歩む中で出会った他の参加者の勇気
や献身に感じ入って、先入観を乗り越え、回を重ねるごと
に周囲への自発的な声掛けを行い、参加者が増えた。アラ
イコミュニティとしての意識が醸成されることで、性別に
関係なく、誰もが働きやすい職場をつくるための意見やア
イデアが社員の中から出てくる。社内制度も強制ではなく、
社員自らが考え、内側から試行錯誤してきたことで、企業
として制度が整備されてきた。

制度の整備と文化の醸成は両輪
LGBTQに対する世代間の理解の差は大きい

杉山　当事者にとって、心理的安全性が確保されていない
環境で相談することには不安がある。マイノリティーが働
きやすい環境を整備することで、有為な人材の採用や離職

３

パネルディスカッション（要旨）

田代 桂子 
副代表幹事
社会のDEI推進委員会
委員長

菅 大介 
チェリオコーポレーション
取締役社長

杉山 文野 
東京レインボープライド
共同代表理事

筒井 清輝 
スタンフォード大学 
社会学部 教授
※オンライン参加

◆モデレーター ◆パネリスト

共助資本主義の基盤となる、
多様な個性がそれぞれ
尊重されながら混ざり合う
経済社会の実現に向けて
地域や企業・経営者が
取り組むべき課題は何か。

セッション

DEI・人権
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防止、生産性向上につなげられるだけでなく、当事者を意
識した商品開発やサービス向上にも期待できる。
　50 ～ 60代以上はLGBTQへの抵抗感が強い傾向がある。
地域でも差があるが、正しい知識に触れる機会が重要だ。
渋谷区のパートナーシップ制度は、これまで性的マイノリ
ティーはいない前提で語られていた社会の前提条件を変え
たという点で大きな意味を持つ。

高齢者の権利に関する国際的な議論はまだ不十分

筒井　人権問題は国際社会で強い規範として確立されてい
る。しかし、年齢に関する人権は国際的に重視されていな
い傾向がある。世界人権宣言や国際人権条約には年齢に対
する禁止措置が含まれていないため、高齢者の権利は軽視
されてきた。近年では年齢差別に対する国連の決議も行わ
れているが、高齢者の権利はまだ国際法条約などには制度
化されていない。将来的には、日本の定年制が年齢差別と
して問題視される可能性もある。
　Ｚ世代の学生はLGBTQを当たり前に受け入れている。
カリフォルニアでは、クラス内でトランスジェンダーに対
する不用意な発言をすれば、周囲から徹底的に非難され

る。わざわざ教育することではなく、若者世代は受け入れ
る姿勢が前提として身に付いている。

日本は近隣諸国に対して民主主義を「訴え掛ける存在」に

田代　DEIや人権問題に対して懐疑的な日本人の中には、
今の米国の現状こそ問題との意見を持つ人もいる。最近で
は米連邦最高裁が大学の入学選考について多様性を確保す
るための人種的マイノリティーの優遇措置を禁じる判決を
下すなど、差別を容認しているようにも思える。
筒井　米国が現在の分断を克服し国家として輝けるか、ま
だ分からない。しかし、現在の分断も挑戦するスピリット
の副産物であり、米国の現状はトランプが招いた功罪と言
える。彼は人種差別的な言説に正当性を与えてしまった。
米国では人権にかかわる大きな社会問題でさえ、最高裁判
事の構成で判断が変わるという歴史がある。外部からの米
国に対する批判について、米国人は返す言葉がないだろう。
グローバルサウス諸国では、米国に対する信頼が大きく低
下している一方で、日本は民主主義が機能していると見ら
れている。特に東南アジアや近隣諸国に対し、民主主義の
重要性を訴え掛ける立場に立てるかもしれない。

●分断を避け、変革を進めるために
　スタンフォード大学の学部生だった
時に、LGBTQの当事者が教壇に立って
いる姿を見て、先進性に感銘を受けた。
現在の米国は保守派とリベラル派の間
で価値観が分かれ、対立が続いている。
日本が同じような分断を避け、迅速に社
会の変革を進めるためにはどうすれば
よいか。　　　　　　　　　【程 近智】

●ポイントは「長老」の説得
外圧ではなく、コミュニティの中に

いる長老や既得権益を持つ保守派が変
化の重要性を認識し、必要性を認める
ことで、社会は早く変革する。菅氏に
よる社員や関係者への働き掛けはこの
アプローチにフィットしており、社会
の早い変革を促す上で重要になると思
う。　　　　　　　　　　【筒井 清輝】

●日本は外国人を
　どのように受け入れるか

日本は排外的な要素が強く、約40％
の国民が移民に否定的である。2070年
には人口に占める外国人比率が10％を

様でインクルーシブな環境なので、受
容性は高いと感じているが、それでも
都市部と地方では理解に差があると感
じる。　　　　　　　　　　【日色 保】

●多様性に対し、各企業が
　特定の領域に特化する

マイノリティーを組織の力にするた
めには、専門性が必要だと感じてい
る。障がい者にも多様性があり、あら
ゆるダイバーシティを受け入れるのは
不可能に近い。経済同友会の各企業が
特定のマイノリティーに特化すること
を宣言し、対応や制度を追求すること
を提案する。　　　　　　【髙島 宏平】

●アライとして取り組むことが重要
当事者が当事者の問題として、当事

者のために取り組むのではなく、社会
全体で公平で包摂的な社会をつくる議
論をする必要がある。中立ではなくア
ライとして一緒に取り組むことで、思
いやりと想像力が社会に広がり、柔軟
で議論しやすい社会に変えていくこと
ができるのではないか。　　【菅 大介】

占めるとの予測があるが、日本は外国
人をどのように受け入れるべきか。

　　　　【玉塚 元一】

●日本企業は外国人の積極採用を
沖縄科学技術大学院大学は学生の８

割が外国人を占め、卒業後も日本で仕
事をしたいと希望している。しかし、
日本での生活の実績がありながら、
Ph.Dであることと外国人であることが
影響し、日本で仕事を探すのが難しい。
日本の産業界が歩み寄り、年間数十人
の有能な科学人材を受け入れ、経済成
長の機会の創出につなげるベストプラ
クティスを構築し、広める必要がある。

　　　　　　【菅 大介】

●顧客も従業員も
　多様であることを受容

マクドナルドには社員やパートタイ
マーを含め、20万人が働いていることを
考えると、単純計算で約１万5,000人
がLGBTQ当事者で、年間延べ14億人
のお客さまのうち、相当数のLGBTQの
お客さまがいることになる。年代も多

質疑応答・意見交換（抜粋）
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アウトプットを上げられるかが鍵

伊藤　生成AIについて、そもそも専門家やそれを作った人
でさえも全ては理解できていない。50年以上あるAIの歴史
の中で、ChatGPT登場がもたらした一番の変化は、生成AI
を使えば誰でもエンジニアになれる時代になったことだ。
その結果、これまでのエンジニアが想像しなかった使い方
が出てきており面白い。今後は、教育の現場では新しい教
育プログラムが登場するかもしれないし、料理の現場では
新しいレシピができるかもしれない。
　今の生成AIは当たり前に間違えるが、今後はそれも減少
するだろう。将来的に「創る側」にいる人のプロダクティビ
ティが上がるが、一方で材料を揃えるだけの人はディスラ
プトされることが予想できる。例えば、弁護士や会計士の
ような人は残るが、資料収集やたたき台を作成するアシス
タントや学生インターンなどは不要になる。
　今後はアウトプットの質を上げることが重要だ。
　MITの調査によると、生成AIによりエンジニアの生産性
は飛躍的に上がる結果が出ている。ツール自体の性能向上
に加え、使い手の習熟度も上がることで、今後生産性は飛
躍的に上がっていくだろう。

格差を生まないために、生成AIを積極的に活用すべき

鈴木　私は「DXで格差が起きる」と考えている。90年代前半
に米国にいたが、皆が当たり前にEメールを使っていた。90
年代中盤に日本に帰ってきたが、日本ではまだEメールが
当たり前になっていなかった。これは米国と日本の格差だ
が、個人レベルでも格差が生まれた。その後、PCやスマー
トフォンの登場によりコンピューターの民主化は進んだが、
これからはデータの民主化が起きてくる。そしてまた格差

が生まれてくる。その格差が生まれないようにするツール
の一つが、生成AIであると思う。生成AIによって企業のDX
も大きく推進できる。もちろんプラスとマイナスの側面が
あるが、まずは触ってみることが必要だ。

生成AIは人とソフトウエアのラストワンマイル

上野山　ソフトウエアと人の間隔がどんどん近づいている。
かつてはプログラミング言語でしかなかったが、その後、
グラフィックインターフェイス、ブラウザ、スマホアプリ
と次々と登場してきた。今は人とソフトウエアのラストワ
ンマイルを解消する入り口にいると思う。キーボードを
タッチタイピングできる人は日本全体で50％しかいないが、
言葉を話せる人はそれよりもはるかに多い。ChatGPTなど
で自然言語処理ができるようになったことで、活用頻度が
劇的に増える。
　今後、とても面白い世界になるので、業界内ではAI技術
者と研究者のテンションが上がっている。作れるものは爆
発的に増えている。一方で詐欺などに使われる危険性もは
らんでいる。ソフトと人間が近づき過ぎることによる危険
性も認識をしておかなければならない。

生成AI活用のために社内の人材を巻き込む

鈴木　コンテンツのクリエーターは早速生成AIを取り入れ
ている。プログラミングを委ねられるので、人間はもっと
高度なクリエーティブに向かっている。教育では生成AIへ
の取り組みについて話がされているが、一般企業では二分
化してもいる。企業経営者が生成AIを活用することに寛容
でも、社内で推進が止まってしまう可能性がある。DXでも
同じ議論がある。CEO、CDO、事業担当役員の三位一体の
構造ができないと進まない。生成AIでも同じ議論が起きる

４

パネルディスカッション（要旨）

生成AIを巡る研究開発の現状と
日本企業による活用に向けた
課題と戦略を考える。

セッション

生成AI

間下 直晃 
企業のDX推進委員会 
担当副代表幹事

伊藤 穰一 
企業のDX推進委員会
委員長
※オンライン参加

鈴木 国正 
企業のDX推進委員会
委員長

上野山 勝也 
PKSHA Technology 
代表取締役

◆モデレーター ◆パネリスト
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と思う。

認知機能拡張、バイアス補正にも活用

上野山　当社では20個くらいのAIが動いている。例えば社
内のオンラインコミュニケーションのやり取りをAIが情報
収集し、３分ほどの音声データとしてまとめるツールがあ
る。そこで「〇〇さんが面白いことを言っている」など社
内活性化に寄与している。社内の認知機能を拡張すること
に役立っている。AIが自分でも気付かなかったことを薦め
てきたことがあった。私の認知機能向上だけでなく、認知
バイアス補正にも役立った。将来的にはボジティブな使い
方がいろいろと出てくると思う。

実験と柔軟な対応を

伊藤　軍事的な利用については必ず規制すべきだが、民間
での利用においては、可能性が十分に分からない中で規制

し過ぎてはいけない。特に日本は保守的で一度決めたもの
を変えることが難しい国だ。守り過ぎると新しい産業が生
まれない。実験して柔軟に対応していくべきであり、リス
クを考え過ぎて規制を強化し過ぎてはいけない。

AIの規制のポイント

上野山　私は、①AIと連動して攻撃的になる可能性があ
るロボティクスなどの規制、②オレオレ詐欺のように人間
を操作する規制、③デジタルプログラムを含めてウイルス
を発生させる規制、この３点が規制のポイントだと考えて
いる。

●コンテンツ作成のコストを
　生成AIを活用して10分の１に

企業で積極的に生成AIを使っていく
べきである。サービス産業でなかなか
労働者を採用できない分野でも、生成
AIによってディスラプトされる。日本
の労働力の最適配分の観点からも、と
ても大きなチャンスだと思う。実際当
社でも観光コンテンツ作成を生成AIで
行い、ファクトチェックを担当者が行
うことでコストを10分の１にするこ
とを実現した。　　　　　【山野 智久】

●生成AIを生産性向上だけでなく、
　企業価値向上に使うべき

各企業は生成AIを使うだけではなく、
各企業のデータを、生成AIを通じて共
有化できる。単なる生産性のアップの
ためだけでなく、倫理的に担保された
データを企業がどう使い、提供価値を
高めていくか。企業変革にも使うこと
ができると考えている。　【山口 栄一】

●生成AI活用における
　学校教育のあり方は

生成AIの活用について、学校教育の
領域ではさまざまな意見がある。これ
から10〜15年後に生成AIが当たり前
になったときの初等教育から大学教育

学させた。身体感覚からの学習が土台
をつくり、その上に知識を乗せること
が重要だと思う。教育で重要なことが
何であるかを考えることが続くと思う。

【上野山 勝也】

●経営者はデータ主権とAIにおける
　コストを意識するべき

AIの非民主化が起こっていると思う。
日本としてオープンなシステムを持ち、
データ主権を確立することは非常に大
切だ。ChatGPTを使うことは良いと思
うが、企業のポリシーも重要だろう。
また日本の生成AI普及では二つの理由
でハンディキャップがあると思う。そ
れは、①電力コストが高いこと、②日
本語の特殊性として「あいまいさ」があ
ることである。自然言語処理を日本語
で行う場合、英語に比べてトークンを
２～４倍使うことになる。トークンは
課金単位になるため、英語に比べてコ
ストが非常にかかる。これに対応する
ため、ハードウエア、アルゴリズムの
改善、量子の活用を検討すべきである。
一方で、経営者としてAIコストを意識
することも重要だ。　　　【小柴 満信】

のあり方について、考えがあれば教え
てほしい。　　　　　　【野田 由美子】

●�教育は知識や技術を提供する場所から
　体験を提供する場所へ

千葉工業大学でも学生に生成AIを活
用させる機会があるが、生成AIを活用
すると学生の習得スピードはとても速
くなる。効果があるのに使用させない
ことは現実的ではない。

また、AIやロボットによって標準化
が一層進む中では、多様な人間を育て
ることが必要であり、それを実現する
ためには子どもの内在的動機を育てる
ことが重要だ。これまでの教育は画一
的なものであり、小・中学生の頃から
子どもたちに標準化を進めるものであっ
た。これではアントレプレナーやクリ
エーターは生まれにくい。AIには体験
することはできない。倫理も感情も体
験からでなければ得ることができない。
学校は知識や技術を提供する場所から
体験を提供する場所にシフトさせる必
要がある。　　　　　　　【伊藤 穰一】

●初等教育は身体感覚からの学習土台
　をつくり、その上で知識を乗せるべき

私の子どもはPCを使わずに大自然
でいろいろな人と議論できる学校に入

質疑応答・意見交換（抜粋）
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先端科学技術のグローバル競争で大きな遅れ
「日本は大丈夫」ではない

湯川　科学技術において日本の地位は下がり続けており、
特にここ10年、15年の下がり方が異常だ。米国は1990年代
に将来を予見し、分野を絞り込み研究開発を推進してきた。
当時のクリントン大統領の大統領令には、21世紀はITおよ
び関連産業、バイオものづくりによって世界をリードする
と示されている。IT産業については、GAFAや生成AIなど
に結実した。バイオテクノロジーも着実に拡大しており、
OECDの予測では、2030年には科学技術プロセスの３分の
１がバイオに置き換わり、30兆ドル規模の巨大な市場がで
きるといわれている。米国はその間にバイオエタノールの
生産技術も高め、日本の年間ガソリン使用量を超える規模
の生産を実現している。
　畜産は既に限界に近づいている。タンパク資源危機が
2020年代後半には起こることが想定され、食糧問題解決に
向けて、工業的手法によりタンパク源を作る方法の研究が
活発になっている。欧米では多くのベンチャーが創設され
始めている。米国の主要大学ではバイオに関する講義や設
備を充実させている。つまり人材が数多く輩出されるとい
うことだ。バイオ産業で必要な培養装置やセンサーなどの
機材は、1980年代では日本製が世界のトップだったが、現
在はほとんど米国製に代わっている。日本はまだ大丈夫、
という考えは危険だ。大きな危機感を持つべきだ。

先端科学技術による国の成長に向け
産官学が連携し、長期で大きな視点の国家戦略を

南部　長く米国で仕事をした経験から、米国の国家戦略の
大きさと緻密さを感じている。科学技術のシーズだけでは
国は大きく成長しない。遠大な構想の下に社会実装の手を

打っていくべきである。
　米国の石油会社は、自分たちは化石燃料を発見しピンポ
イントで掘るエンジニア集団であり、地底の開発にお金を
使う会社だと認識している。米政府は地政学的に考え、石
油が安全保障上の重要資源だとし、徹底的に支援した。米
国では産官学が一つになって長期的なメッセージを出して
いたということだ。
　日本では個社単位で儲かっている会社もあるかもしれな
い。しかし、エネルギー全体、産業ごとに大きなサプライ
チェーン全体の中で何をすべきなのかを、まず考えるべき
である。

基礎研究と社会実装へのメリハリある支援と
国益を考えた知財戦略を

湯川　日本では、国がプロジェクトを選ぶ審査会のレベル
が低い。イノベーションを経験したことがない人に審査は
できないはずだ。
　国は基礎研究から実用までシームレスでサポートする方
針を出しているが、R&DのＲは100のうち２、３成功する
かどうかだ。これをシームレスに支援しようとすると、多
くはＲの時点で排除され、結局は大企業しか受託できない。
Ｒの部分で多額の研究費を必要とすることは少なく、Ｄの
部分（社会実装、産業化）に多くの資金が必要とされる。資
金をどう使うか、国として方針を出すべきだ。
　規制・制度の遅れも問題だ。米国では認可取得のプロセ
スが明確で、事前に申請者の相談に対応する環境が整って
いる。シンガポールでは、政府の側から積極的に申請を持
ち掛けてくる。欧米のベンチャーは、最初はシンガポール
で認可を取るケースが増えているようだ。一方、日本の審
査体制は実質1960年代、70年代から変わっていない。先端
技術は原野に入っていき旗を立てるようなもの、特許を取

５

パネルディスカッション（要旨）

鈴木 純 
先端科学技術戦略
検討委員会
担当副代表幹事 

南部 智一 
先端科学技術戦略
検討委員会
委員長

湯川 英明 
先端科学技術戦略
検討委員会
委員長

◆モデレーター ◆パネリスト基礎研究力や先端技術の
社会実装の強化に向けて、
国・企業が取り組むべきこと、
国際的な連携の推進、
世界的な研究拠点の整備
などについて議論する。

セッション

日本が先端科学技術の
リーディングポジションを獲得するためにョンを獲得するために
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るということだ。日本にも国益を考えた知財戦略が必要だ。

先端科学技術の社会実装には、
研究者に加え事業開発ができる人材が必要

南部　社会実装は将来のアプリケーションを深掘りするこ
とであり、時間と資金がかかる。しかし、日本のリスクキャ
ピタルはそれほど育っていないため、大企業の役割が重要
である。研究者が技術を開発した後、ビジネス性、事業性
の検討をするためのバトンを渡す相手が必要である。
　実装までには、社会的に受容されるように喧

けん

伝やレギュ
レーション、法律や制度などの準備、技術を事業化すると
きのプロセスを担うエンジニアを育てる必要もある。
　これらを総合的に作るには、官民のそれぞれで役割を分
担して考えないといけない。課題ごとの提案について、委
員会でディスカッションしていきたい。

本質的な提言に向け、
経済同友会も先端科学技術への理解を

鈴木　米国にはベンチャーを支えるアカデミアが存在する
ことを忘れてはならない。他にも戦略的な防衛備品の巨額
の予算、多くのプライベートの資金などがエコシステムと
して成立している。日本も選択と集中をするのだが、選択
をする審査員の量と質、双方にも課題がある。例えば、R&D
のＲとＤはまったく性質が異なる。Ｒは成功するかどうか
分からない、Ｄはいかに社会実装をしていくかというもの
だ。Ｒの時点で選択と集中をするのは間違いだということ
を、しっかりと理解している人がどれだけいるか。
　本委員会では５分野について検討を予定しているが、政
府に求める制度的な問題がある一方で、それぞれの分野に
関する皆の理解が進んでいない。経済同友会でも、一定の
レベルまで先端科学技術を理解しないといけない。

●研究に打ち込める環境づくりが必要
医学部生も、基礎研究より患者を診

ることの方が大事だと言われ、結果と
して博士課程に進み研究者になる人は
少なくなっている。自分も省庁の評価
委員を務めていたが、最近は事業性の
有無を問うケースが多いようだ。しか
し研究者が事業性まで含めて描くこと
は難しいだろう。また、評価者自身が
研究者だと事業性が分からないし、ビ
ジネスの人だと基礎研究が分からない。
評価する側のケイパビリティと一気通
貫で評価できる人が減っていることも
問題だ。　　　　　　　　【武藤 真祐】

　　　　　　　　　
●演

えんえき
繹的思考による提言が必要

バイオものづくりではなく、バイオ
ロジーを使うことでサーキュラーエコ
ノミーを生み出すという言い方がよい
のではないか。それにより日本のエネ
ルギー自給率を12％から30％ぐらい
までは高められるのではないか。

バイオロジーは、スケールアップす
るとコストが上がることが弱点だ。ど
うしても海外、原料を作る地域として
考えられる東南アジアなどに行くこと
になるのだが、このときにNEDOの予
算で支援してもらえない。JSTやNEDO
といったファンディングエージェンシー

●将来を見据え、日本独自の
　新しい技術カテゴリーを作るべき

将来を見て必要な分野、日本の強み
を考えないといけない。日本独自の技
術がいくつかある。例えば、A3カラー
プリンター、VRF空調、一部の半導体
の製造装置、超電導などであるが、こ
れらは欧米の技術カテゴリーとは違う
分野だ。日本だけで発展をしている。
今後、量子や核融合という分野は必要
な技術になってくる。これらで日本独
自の新しいカテゴリーがうまく作れる
とよい。　　　　　　　　【加茂 正治】

●OISTなどの成功例を横展開し、
　基礎研究の活性化を

基礎、つまりＲの部分は非常に重要
である。国がＲの部分に投入した資金
とその国のGDPには相関があるといわ
れている。国を豊かにするためにはＲ
をしっかり行わないといけない。また、
このままだとノーベル賞を取る日本人
がいなくなる。輝く人がいることで、や
ろうという機運が生まれてくるはずだ。

OISTのような成功事例を横展開する
必要もあるだろう。産官学の学の部分
でもっとマネタイゼーションができる
仕組み作りに、一緒になって動いてい
ただきたい。　　　　　　【新浪 剛史】

の限界を感じる。演繹的、トップダウ
ン的な形で、委員会活動をやるとよい
のではないか。　　　　　【小柴 満信】

●基礎研究と社会実装に対する
　産官学の役割分担を明確に

基礎的な部分と社会実装部分の役割
分担が必要だ。産業技術総合研究所（産
総研）と文科省系の特定研究開発法人、
および大学の役割は本来異なるはずだ
が、資金を得るために社会実装に近い
ところばかりを行っているような気が
する。基礎的な部分は時間がかかるた
め、企業からの資金は出しにくく、結
果、基礎の部分はなかなか進まない可
能性がある。

一方、社会実装を研究者だけで考え
るのは難しいだろう。世の中のニーズ、
社会課題からバックキャストして、何
が必要かを考える人が必要だ。

また、博士課程の採用に関して、民
間企業は彼らのポテンシャルに期待し
て採用するはずだ。しかし、入社後も
狭い領域だけを研究し続けたいという
希望を持っていることが多く、民間企
業でも産総研でも採用しづらくなって
いる。 　　　　　　　　　【石村 和彦】

質疑応答・意見交換（抜粋）
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事業構造変革とインセンティブプランの重要性

平野　日本の労働生産性は上昇しているものの、他の先進
国と比較するとまだ十分であるとは言えない。米国の労働
生産性との差は縮小しているが、他の先進国では日本より
も生産性が高い。また、時価総額も世界に冠たる日本企業
も存在するものの、まだその差は大きい。米国ではGAFAM＊

以外の企業も成長している。ヨーロッパや韓国の企業で注
目されている企業も存在する。
　日本企業の成長を阻害している要因について、一つ目の
仮説として、事業ポートフォリオ入れ替えによる成長戦略
の欠如、二つ目に経営陣のモチベーションを向上させる適
切なインセンティブプランの欠如、そして企業文化が挙げ
られる。
　戦略の成功確率では、パワーカーブの中位にいる会社が
上位に上がる確率よりも、下位に下がる確率の方が高いこ
とが実証されている。これについて科学的な分析を行った
ところ10個の要因が特定されている。その中でも最も影響
が大きい要因は業界トレンドである。環境が厳しい業界よ
りも、市場が拡大する魅力的な業界の方が業績を上げやす
い傾向がある。
　生産性の向上と競争力強化のためには、業界トレンドを
見極めた上で事業ポートフォリオを入れ替える必要がある。
しかし日本企業においては、そのカルチャーや環境が変化
を阻む要因になり得ることも指摘されている。

＊Google、Apple、Facebook、Amazon、Microsoft

どんな結果を出すのかを逆算して行動する

南　私は幼少期をカナダで過ごし、英語を母国語として育っ
た。中学１年生のときに帰国して、その後、米国の大学に

進学した。拠点を変えながら成長し、現地の言葉でうまく
コミュニケーションが取れないという経験をする中で、文
化や人々と触れ合いながら生きてきた。こうした環境から、
周囲を観察することでサバイバル本能を養い、どんな環境
でも生き延びる術を学んできた。
　大学卒業後は、金融業界で働きながらスポーツビジネス
をしたいと考えていた。そうした中で三木谷浩史氏に出会
い、プロ野球球団楽天イーグルスにおいて３年間鍛えても
らったことが、自身の起業のベースになっている。その後、
ビズリーチを創業し上場企業として成長させてきた。起業
においては優秀なメンバーを集めることが成功の鍵だと考
えている。また「どんな結果を出すのかを逆算して行動す
る」ということが重要だ。

親子上場は事業ポートフォリオ入れ替え
における課題の一つ

岩井　日本の伝統的な企業では、事業ポートフォリオの組
み換えにおいて何が不足しているのか。
平野　日本と韓国では親会社を「Parent」、子会社を「Subsi-
diary」と呼ぶ独特の言葉遣いがある。ポートフォリオ入れ
替えの議論において、子会社を売却することは親会社とし
て最低の手段であると評価されてしまう、文化的な背景も
影響している。日本では親子上場している企業がまだ多い。
スポットライトを当てればさらに成長できる可能性がある
ノンコア事業も多く存在する。親子上場の会社は徐々に減
少してきているものの、世界の水準と比較するとまだ社数
は多く、非効率に見えてしまうこともある。業界再編とは、
競争力のある企業がシェアをさらに拡大するための結果と
して起こるものであり、あえて業界再編を計画する必要は
ないと考えている。

６

パネルディスカッション（要旨）

岩井 睦雄 
副代表幹事 
統合政策委員会 委員長

南 壮一郎 
オープンイノベーション
委員会 委員長

平野 博文 
企業変革委員会
委員長

◆モデレーター

Part 1

◆パネリスト民間主導の経済活性化に必要な
ダイナミズムの回復に向けて、
スタートアップの事業規模拡大と
企業競争力強化に資する
事業再編の観点から、日本企業の
リスクテイク促進について議論する。

セッション

日本企業の成長に向けたた
適切なリスクテイキンググ
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やることよりも、やらないことを決めることが重要

南　弊社は５社を買収し、２社の子会社を売却している。選
択と集中を重視し、成長しない事業は事業構造から外す方
針を採っている。やることよりもやらないことを決めるこ
とが重要だと感じており、子会社の売却も積極的に進めて
いる。１社目の子会社はKDDIに買収され、その後、売り
上げが約８倍に増加した。KDDIは他の大企業との連携実
績が素晴らしいが、スタートアップとのコラボレーション
も深めていて、事業連携によりスタートアップの業績を伸
ばす取り組みを積極的に行っている。このようなコラボレー
ションが増えることを期待している。

上場企業数とユニコーンのどちらを追うか
政府の方針の統一が必要

岩井　ポートフォリオをダイナミックに見直し、親子関係
だけでなく、リスクマネーを供給する側の経験に基づくサ
ポートが必要だ。ベンチャーキャピタルなど日本のリスク
マネー供給について課題を教えてほしい。
南　日本のベンチャーキャピタルについては特に課題はな

いと認識している。良いビジネスモデルや経営者には資金
が集まる環境だ。時価総額が小さくても上場できるグロー
スマーケットを設けている一方で、政府は日本のユニコー
ンの数が少ないと言っている。この点は整理する必要があ
る。上場しやすい環境がM&Aの機会を減らしている。ま
た、成功した起業家を増やすことも重要だ。成功する起業
家の増加とユニコーン創出の両立は難しく、政府には明確
な方針の統一が望まれる。

日本の経営者の報酬は
業績連動や長期インセンティブが少ない

平野　欧米やアジアの大企業とスタートアップには、アニ
マルスピリッツを持ち、視座が高く、かつ貪欲な姿勢を示
す経営者が存在する。これは経営者の報酬体系に起因して
いる可能性がある。日本の経営者の報酬は、他国と比較す
ると業績連動や長期インセンティブ株式が少なく、アップ
サイドを追求する意欲が減少する傾向にある。米国では全
従業員にアップサイドを追求する仕組みを構築する企業も
増えており、このような報酬体系の改善が、より成長志向
の経営姿勢を醸成する一助となるかもしれない。

●ファンドから見て魅力的な企業に　
　上場直後の課題に、資金調達と株式
報酬制度の魅力が減少すること、上場
後のIFRS移行で手間がかかり結果と
して買収がすぐにできないことがある。
その結果、100億円から500億円への
成長が困難というのが現状だ。ファン
ドから見て魅力的な企業となるにはど
うしたらよいかと考えることが必要だ。

　　　　　　　　　　【髙島 宏平】

●投資家の多様化と懐の
　懐の深さが増すことが重要

日本のスタートアップにおける課題
は、ベンチャーキャピタルの懐の深さ
と関係がある。金融機関系のファンド
は上場間近での投資を行うが、シード、
アーリー期の資金が枯渇するかもしれ
ないぎりぎりの段階での投資はまだ不
足している。ペイシェントインベスター
の質と量が足りないことも課題で、投
資家の多様化と懐の深さが増すことが
重要だ。　　　　　　　　【平野 博文】

ミットメントを大切にし、長期的な取
り組みを行っている。　　【南 壮一郎】

●非上場化の傾向は増加していく
上場すること、上場の維持は大変で

あり、現在のアクティビストの動向を
見て、非上場化を選択する企業が増え
ている。上場にはコストがかかり、ま
た、株価管理も重要である。一方で、
株式を資本市場からの資金調達や買収
のトークンとして活用できるメリット
もある。メリットを享受できないとい
うことであれば、上場維持に固執する
ことはない。　　　　　　【平野 博文】

●経営者の報酬体系の見直しや
　リスクに対する意識改革が必要

企業価値に関して、カーブアウト案
件やアクティビストの提案など株価を
向上させる要因が多数存在しているが、
株価の動きは緩慢である。私は報酬委
員会や取締役会を通じて、ガバナンス
改革とインセンティブの導入に取り組
んできた。日本の企業は報酬水準の見
直しにも目を向けるべきだ。成功して

●長期的な企業評価視点が欠けている
日本の株式市場の特徴は、スタート

アップが上場する際の規模が小さく、
ユニコーンの数も少ない。構造的な要
因があり、投資家の視点が長期的でな
く、ロングタームインセンティブが少
ない。米国と比べ見劣りする長期的な
企業評価の視点を増すことが重要だ。

【栗原 美津枝】

●上場前からのロング投資家との
　適切なコミュニケーションが重要

弊社のケースになるが、上場時に
90%のコミットメントを海外機関投資
家に割り当て、日本の機関投資家には
８%、個人投資家には２%とした。小
粒の上場企業は大きな機関投資家から
の資金調達が難しいため、長期的に支
援いただくことが重要と考え、このよ
うなアロケーションにした。上場前か
ら投資家との対話を重ね、成長戦略や
経営意図をしっかり伝え、約束したこ
とは徹底的に守ることを心掛けている。
上場後もベンチャーキャピタルからの
支援やパブリックインベスターとのコ

質疑応答・意見交換（抜粋）
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野田　日本のGDPに占める東京都の割合は約２割であり、
残り８割は地方が占めている。地方経済の活性化なくして、
日本経済の成長はあり得ない。
　人口減少による人手不足や首都圏に比べて生産性が低い
などの問題もあり、地方経済が活性化しているとは言い難
い。コロナ禍の一時期、東京23区の人口が転出超過にな
り、テレワークなどの新しい働き方による東京一極集中の
解消が期待されたが、コロナ収束に伴い転入超過に戻った
ことは残念だ。本日は地方創生のあり方について多様な観
点から議論を進めてゆきたい。

地域ビジネスを担う参謀的人材の育成と
民間企業の積極的な関与が必要

山下　総論では地方創生は進んでいないと感じられるが、

進んでいる地域と二極化している。若者や大学が努力して
いる地域や着実に戦略を実行している地域もある。コロナ
禍で働き方も大きく変わり始めているが、国が率先してデ
ジタル化に取り組まなければならない。国の姿勢が後退す
ると、先行してデジタル化を進めてきた地方自治体に手戻
りが起こる。委員長を務めてきた５年間で各地を訪問した
が、全ての地域で地方創生の課題として挙げられるのが人
材不足、特に参謀的なリーダーシップを発揮する人材だ。
大学などと連携を進めることも一つのアイデアだ。地域の
若者が起業するスタートアップが地域コミュニティの課題
を解決することを期待したい。
　官主導の活性化は首長のリーダーシップに大きく依存す
るため、首長の交代で施策が大きく変更されるという課題
がある。民間企業がもう一歩踏み出さないといけない。

パネルディスカッション（要旨）

民間主導の地方創生に向けて、
地域経済を支える中堅・中小企業の
競争力強化、観光産業再生など
地域活性化に向けた
取り組みについて議論する。

セッション

日本企業の成長に向けたた
適切なリスクテイキンググ

６ Part 2

いる経営者への報酬改善を検討し、社
員との差を適切に設定する必要がある。
リスクマネー導入だけでなく、マイン
ドセットの転換、報酬体系やリスクへ
の意識改革が必要だ。　　　【林 信秀】

●グロース市場上場企業と投資家との
　対話の活性化が重要

小規模なIPO企業の投資家層が広が
らない。この課題に対応するために、
グロースマーケットに上場する企業と

ディストリビューションや幹事社を引
き受ける側の責任に対し工夫が必要で
ある。また、リスキリングという言葉
が注目されているが、これは若手だけ
でなく経営層にも必要だ。報酬制度だ
けでなく、競争にさらされる経営層の
高い報酬が正当化されるためには、経
営者のリスキリングも重要な要素にな
る。　　　　　　　　　　【平野 博文】

投資家とのコミュニケーションを改善
することが重要だ。彼らと投資家との
結び付きを強化するために、IRイベン
トや情報提供の方法を工夫し、投資家
との対話を進めている。 【神津 多可思】

●経営層もリスキリングを
市場関係者の質の向上が必要だ。特

に証券会社は新規公開を営業ツールと
していたが、スタートアップの本格的
な成長を実現するためには投資家への

野田 由美子 
地域共創委員会
委員長

山下 良則 
副代表幹事
地域共創委員会 
委員長

伊達 美和子 
副代表幹事
観光再生戦略委員会 
委員長

寺田 航平 
副代表幹事
中堅・中小企業活性化委員会 
委員長
※オンライン参加

◆モデレーター ◆パネリスト
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地場に根付いた強い産業を育てる

伊達　地方移住やテレワークが、地域経済の維持・強化に
大きな効果があったとは言い難い。地域の経済発展には、
地場に根付いた強い産業が必要である。観光事業は地域の
中でしか成立しないため、地場産業を育てるという意味で
は、非常に高いポテンシャルを有している。
　観光産業の課題は一人当たりの付加価値額、生産性の低
さだ。リスクを取って、ダイナミックプライシング導入や
価格引き上げなど、各事業者が「勇気ある値上げ」に踏み切
り、価値に応じた価格を設定することが必要だ。宿泊業は
労働集約型であると同時に、装置産業でもある。そのため
事業者は「勇気ある投資」を行い、商品価値の向上に取り組
む必要がある。観光産業はマーケット拡大期にあり、設備
投資などの「攻め」と人手不足に伴う省力化・省人化などの

「守り」の両面で投資が必要だ。
　人材不足が慢性化しているが、長時間労働削減をはじめ、
昭和的価値観に基づいた働き方・制度の見直し、労働環境
の改善による人材の定着や賃上げを図る必要がある。
　観光産業は事業者と地域で創り上げていく産業だ。オー
バーツーリズムによる地域住民との軋

あつれき

轢や観光公害を回避
することも重要だ。行政サービスへの負担に対し、「観光税」

を導入し、目的税として活用することも一つの手段だ。

高度人材の地方企業への移動と
合従連衡を進める制度・政策が鍵

寺田  各地を訪問しさまざまな方と交流する中で強く感じ
る課題は、社会資本の分散化と人材の流動化である。
　社会資本の分散化によって、皆で少しずつ廃れていく状
況を回避しようとする国の政策は理解する一方、全てを救
うことはできない。国や地方自治体も政策的に選択と集中
をしなければ活性化は厳しい。絞り込んだ対象には行政が
もっと予算を投じるべきだが、実践は簡単ではない。AIの
活用や窓口業務の統合といった業務効率化によって地方公
務員のスリム化を図り、予算を捻出する必要がある。
　イノベーションに挑戦する多くの地方企業が実装段階で
立ち止まってしまう背景には、人材不足がある。雇用法制
まで踏み込み、大きく人材が流動化していく社会をつくっ
ていく必要がある。中小企業360万社のうち、意欲と能力
のある企業を成長させていくには、生成AIの活用などで効
率化していく大企業から、有望な中小企業へと人材が移動
する社会になることが必要だ。高度人材が地方企業に移動
すること、また、合従連衡を進める実効性のある制度・政
策が作られることがなければ、地域活性化は進まない。

●事業と財務の両輪で考える
地域経済は人手不足、マーケットの

成長の限界性、事業承継の難しさ、サ
スティナビリティなどの課題に直面し
ている。厳しい状況だが、中堅・中小
に限らず、全ての企業の経営は事業と
財務の両輪で考えなければならない。

競争力・成長性を備えた事業を継続
的に展開するために、合従連衡は効果
的だ。制度面では、合従連衡をドライ
ブする法律やのれん償却問題に対応し
た会計基準などが求められる。一方、
カーブアウト・撤退・廃業なども、事
業継続性の観点から有効な選択肢とし
て検討するムードの醸成も必要ではな
いかと考える。

財務面では、銀行によるリスクマネー
の供給に加え、政府や外郭団体、官民
ファンドが多くの支援メニューを講じ
ている。適切な情報を共有することが
必要だ。　　　　　　　　【今井 誠司】

だ。しかし、こうした提案は行政から
出にくい。経済界が働き掛け、官民連
携を促していくべきだ。　【松江 英夫】

●産学官金が総力で対応を
地域のために、産学官金が総力戦で

対応しないといけない。大学はそのプ
ラットフォームになる必要がある。「官」

（地方自治体）の新しい地域計画を策定
する能力を向上させることも重要だ。
十分なポテンシャルがあるにもかかわ
らず、計画をうまく策定できなかった
り、そもそも自らの魅力に気付いてい
ない地域が多い。   

地方自治体だけでは限界があり、産
業界の人材が一緒に地域計画を書き直
す。広域連携を進める上では、補助金
の問題を考える必要もあり、市町村を
単位に交付されているため、広域連携
が進まない事例もある。 【栗原 美津枝】

●地域の労働生産性向上の鍵はデジタル
2015年に約70社のベンチャー企業

●産総研の中堅・中小企業支援
各地で県立工業試験場や公共の研究

施設が中堅・中小企業の問題点を吸い
上げる取り組みを進めているが、十分
な成果が上がっていない。地域で解決
が難しい課題に対応するため、「産技連
ワンストップ全国相談窓口」を整備し
た。地域経済の将来を考える上で、今
後、深刻になるのが人材不足であり、
イノベーションで解決するしかない。
こうした課題についても産総研に相談
していただきたい。　　　【石村 和彦】

●広域連携による経済圏創出の
　働き掛けを経済界から

人口が減少する中、1,700強の基礎
自治体を前提に地域創生を考えるのか、
それとも広域単位を念頭に考えるか。
これによりアプローチも異なる。

サーキュラーエコノミーやエネルギー
の地産地消、DXによる行政コストの引
き下げといった課題には商圏・経済圏
が成り立つスケールでの投資が必要

質疑応答・意見交換（抜粋）
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と共に「熱意ある地方創生ベンチャー連
合」を立ち上げ、地方創生に取り組んで
いる。デジタルの香りがしない地域が
非常に多いことを痛感した。反対に、デ
ジタル技術は有しているものの、知名
度が乏しく地域に受け入れられていな
いベンチャー企業も多い。地域とベン
チャー企業をつなげ、連携を推進しな
ければならないとの問題意識を持って
いる。日本の一人当たり労働生産性は
OECD38カ国で28位であり、大都市
圏から離れるほど労働生産性は低くなっ
ている。デジタル技術でこのギャップ
を解消できる。人手不足の解消や高付
加価値化・高収益化、さらに新規投資
へと好循環が生まれ、労働分配率・賃

い。自由度が高くなることで各地域が
良くなるのか、国・地方の関係を考え
直す時期ではないか。

中堅・中小企業に関しては、最低賃
金をどう考えていくのかが重要だ。人
手不足と年収の壁もセットで考えなけ
ればならない。人材不足に加え、金融
政策が転換してイールドカーブ・コン
トロールの撤廃と金利上昇が近い将来
に起きる中で、地域経済や中小企業は
どのようにして生き残っていくのか。
大企業も中堅・中小企業も新陳代謝が
必要だが、一方で、働いている個人に
はリスキリングなどの機会を整備し、
自らの意思で動ける雇用の流動化を進
めていくことが重要だ。　【新浪 剛史】

金の上昇につながっていく。【山野 智久】

●国と地方の関係、中堅・中小企業を
　取り巻く諸課題への対応策の検討を

地域共創にあたり、国と地方の関
係・構造を検討してほしい。江戸時代
の300余藩はそれぞれの特色を発揮し
ていたが、明治維新以降、日本は中央
集権国家に変わった。さらに、戦後に
地方交付税交付金制度が設けられ、各
種補助金は各省庁の所管となっている。
果たして、現在の仕組みは地方自治体
が自ら考え、主体的に動き出す仕組み
になっているのか。民間企業同様、国
による補助金が多く制約された反面、
効率的だった面もあったのかもしれな

総括・閉会（要旨）

代表幹事就任後の70日間で幅広い
活動を展開してきた。今後の活動にも
期待していただきたい。また、多様な
参加者間の交流を通じて、ワクワク感
を共有することができた。

DEI・人権の議論に関して、人権は空気のように存在し
ているが、その空気が汚れては生活ができない。グローバ
ルな活動の中で人権を考えること、民主主義のあり方を考

えることが必要である。
今回の夏季セミナーでは、ソリューションに向けて考え

る軸を得ることができた。まず、私たち民間が主導して経
済を動かすことが肝要である。また、先端技術の発展に向
けて、国に期待することもあれば、政府と民間が連携でき
ることもある。さらに学術界を巻き込むことも必要だ。

今回のセミナーを通じて、代表幹事の任期２期４年間で
何をしたいかが明確になった。「共助資本主義」の普及を通
じて社会と企業をより豊かにする。経済同友会がその一助
になるとよい。また、この国に宿る優しさ、たおやかさを
次世代に伝えるリーダーでありたい。

 
新浪 剛史 代表幹事

経済同友会が
「共助資本主義」の一助に
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2023年度（第38回）経済同友会 夏季セミナー 参加者名簿　　　敬称略　所属役職は７月６日時点　※はオンラインでのみ参加

2023年７月６日（木）～７日（金） 軽井沢プリンスホテル ウエスト

代表幹事
新浪 剛史
サントリーホールディングス 取締役社長

副代表幹事
岩井 睦雄
統合政策委員会 委員長
日本たばこ産業 取締役会長

秋池 玲子　
政治・行政改革委員会 委員長
ボストン コンサルティング グループ 日本共同代表

石村 和彦
未来選択会議 世話人／ジュニア・リーダーシップ・プログラム 委員長
AGC 元・取締役会長

峰岸 真澄
人材活性化委員会／同友会オープンアカデミー（仮称） 各委員長
リクルートホールディングス 取締役会長 兼 取締役会議長

間下 直晃
規制改革委員会／同友会オープンアカデミー（仮称） 各委員長
ブイキューブ 取締役会長 グループCEO

栗原 美津枝
経済・財政・金融・社会保障委員会／ジュニア・リーダーシップ・プログラム 各委員長
価値総合研究所 取締役会長

山下 良則
政治・行政改革委員会／地域共創委員会 各委員長
リコー 取締役 会長

田代 桂子
社会のDEI推進委員会 委員長
大和証券グループ本社 取締役 兼 執行役副社長

髙島 宏平
共助資本主義の実現委員会／広報委員会／政治・行政改革委員会 各委員長
オイシックス・ラ・大地 取締役社長

伊達 美和子
サービス産業活性化委員会／観光再生戦略委員会 各委員長
森トラスト 取締役社長

玉塚 元一
未来選択会議 世話人／構造改革委員会／グローバル化推進委員会 日韓交流 各委員長
ロッテホールディングス 取締役社長

山口 明夫
経済・財政・金融・社会保障委員会／企業変革委員会 各委員長
日本アイ・ビー・エム 取締役社長執行役員

鈴木 　純
地政学リスク研究委員会 委員長
帝人 シニア・アドバイザー

寺田 航平 ※
中堅・中小企業活性化委員会 委員長
寺田倉庫 取締役社長

日色 　保
学校と経営者の交流活動推進委員会 委員長
日本マクドナルドホールディングス 取締役社長兼CEO

三毛 兼承
三菱UFJフィナンシャル・グループ 取締役 執行役会長

委員会委員長等
野田 智義
資本主義の未来PT 委員長
至善館 理事長／学長

程 　近智
共助資本主義の実現委員会 委員長
ベイヒルズ 代表取締役

新芝 宏之
未来選択会議 世話人
岡三証券グループ 取締役社長

岩﨑 真人
経済・財政・金融・社会保障委員会 委員長
JSR 社外取締役

翁 百合 ※
経済・財政・金融・社会保障委員会 委員長
日本総合研究所 理事長

松江 英夫
経済・財政・金融・社会保障委員会 委員長
デロイト トーマツ グループ デロイト トーマツ インスティテュート 代表

熊谷 亮丸 ※
経済・財政・金融・社会保障委員会 委員長
大和総研 副理事長 兼 専務取締役

出雲 　充
スタートアップ推進総合委員会 委員長
ユーグレナ 取締役社長

南 壮一郎
オープンイノベーション委員会 委員長
ビジョナル 取締役社長

星野 朝子
社会のDEI推進委員会 委員長
日産自動車 執行役副社長

平野 博文
企業変革委員会 委員長
KKRジャパン 取締役社長

今井 誠司
中堅・中小企業活性化委員会 委員長
みずほフィナンシャルグループ 取締役会長

北原 義一
スポーツ・エンターテインメント事業活性化委員会 委員長
東京ドーム 取締役会長CEO

芳賀 　敏
スポーツ・エンターテインメント事業活性化委員会 委員長
JCOM 取締役会長

廣田 康人
スポーツ・エンターテインメント事業活性化委員会 委員長
アシックス 取締役社長CEO兼COO

伊藤 穰一 ※
企業のDX推進委員会 委員長
デジタルガレージ共同創業者 取締役／千葉工業大学 学長

鈴木 国正
企業のDX推進委員会 委員長
インテル 取締役社長

轟 麻衣子
規制改革委員会 委員長
ポピンズ 取締役社長

武藤 真祐
規制改革委員会 委員長
鉄祐会 理事長

神津 多可思
政治・行政改革委員会 委員長
日本証券アナリスト協会 専務理事

林 　礼子
サステナブルな地球委員会 委員長
BofA証券 取締役 副社長

見學 信一郎
エネルギー委員会 委員長
スパークス・イノベーション・フォー・フューチャー取締役社長

南部 智一
先端科学技術戦略検討委員会 委員長
住友商事 顧問

湯川 英明
先端科学技術戦略検討委員会 委員長
CO2資源化研究所 代表取締役CEO

大島 眞彦
地政学リスク研究委員会 委員長
三井住友銀行 副会長

田中 孝司
地政学リスク研究委員会 委員長
KDDI 取締役会長

小柴 満信
経済安全保障委員会 委員長
Cdots合同会社 創業者

山口 栄一 ※
スポーツとアートによる社会の再生委員会 委員長
アートパワーズジャパン 代表理事

野田 由美子
地域共創委員会 委員長
ヴェオリア・ジャパン 取締役会長

山野 智久
観光再生戦略委員会 委員長
アソビュー 代表執行役員CEO 代表取締役

池田 潤一郎 ※
グローバル化推進委員会 日中交流 委員長
商船三井 取締役会長

平子 裕志
日ASEAN委員会 委員長
ANAホールディングス 取締役副会長

林 　信秀
会員委員会 委員長
みずほフィナンシャルグループ 顧問

湯川 智子
産業調査研究会 代表世話人／会員委員会 委員長
CO2資源化研究所 取締役副社長

𠮷松 徹郎
創発の会 座長／会員委員会 委員長
アイスタイル 取締役会長 CEO

梶川 　融
財務委員会 委員長
太陽有限責任監査法人 会長

多田 荘一郎
DST支援プロジェクト 委員長
GEヘルスケア・ジャパン 取締役社長兼CEO

加茂 正治
統合政策委員会
マッキンゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッド・ジャパン シニアアドバイザー

本田 博人 ※
構造改革委員会
日本キャタピラー合同会社 代表職務執行者 社長・CEO

事務局長・代表理事
岡野 貞彦
常務理事

菅原 晶子
篠塚 　肇
齋藤 弘憲


